
神奈川県独自の炭素税等の導入に当たっての課題等の検討 (たたき台)

検討課題 課題等の内容 解決の方向性､考え方等

1 神奈川県独 自の ○ CO2削減を目的とする炭素税等は､国 ○ 経済活動やライフサイクルを低炭素社会に向けて変革 していくには､地

炭素税の目的 . において導入する意義はあるにしても､単 域の力をいかすことが求められてお り (※ 1)､神奈川県においても県内

独の県で地方税 (法定外税など)として導 のCO2排出削減は､重要な政策課題 となっているo

入することに意義はあるのかo t したがって､CO2排出削減を目指す神奈川県独自の税制は､①旦旦_⊇_

排出削減効果､及び②今後､増加することが予想 される地球温暖化対策の

財源､としての意義が期待できる○

○ 我が国におけるガソリンに対する税率は､OECD加盟国の中で､低い

水準にあり (※2)､我が国においてCO2排出削減を進めていくには､

この水準を引き上げる必要があるなど､国レベルでの炭素税導入は､少 し

でも前進 していく必要があるO神奈川県での炭素税の導入は､国における

炭素税の導入に向けた先導的な位置付けができるo

※ 1 温室効果ガス削減に向けて､｢国民の抜本的な意識改革を図ると

ともに､地域の力を生かし､国全体､社会全体で総力を挙げて温室効

果ガスを削減するよう､｢環境モデル都市｣､｢200年住宅｣など､

生活や社会のあり方の変革を促す対策を強化する｣こととされているo

(骨太方針2008p17)

※2 日本は､OECD加盟国29カ国の中で､ガソリンに係る税負担

率及び税負担額は6番目に低いo(2007年第4四半期)

○ 神奈川県独自の炭素税の目的を､CO2 ○ 神奈川県に限り適用される炭素税を導入 しようとする場合､流通-の影

削減とした場合､その効果は期待すること 響や産業活動の他地域-の流出等を踏まえると､税率の水準を押さえざる

はできるのかo を得ず､CO2排出の抑制効果が高い税制を講ずることには一定の限界が

あることは確かであるo

○ しかしながら､税負担が小さい税であつても､効果的な税制を仕組むこ

とにより､CO2排出削減に向けた神奈川県の姿勢をアピールするととも

に､県民や企業にCO2削減に向けた行為を選択するような一定のインセ
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○ 地方税 (法定外税)として炭素税を導入

する場合､税収確保を目的としないで､C
O2削減のみを目的とすることは､あり得

るのか｡

○ 経済的手法としての炭素税は､CO 2排出の抑制が目的であって､その

抑制効果があるのであれば､政策手段としては､十分存在意義があると考

えられるが､租税 (地方税)として､通常求められる税収 目的を具備 して
いなくてよいのかという論点が考えられる｡

○ 特に､神奈川県独自に炭素税を導入 しようとする場合は､地方税法にお

ける法定外税として導入することになるので､法定外税として具備すべき

要件が求められる｡

○ 法定外税の創設に当たって､総務大臣の同意要件から削除された ｢税源

の有無及び財政需要｣の存在については､総務大臣の同意においては特段

問題にはならないが､法定外税創設に当たって､その存在を前提と考える

ならば､税収を目的としない法定外税はあり得ないのではないか｡(※ 3)

○ そこで､神奈川県独自の炭素税の ｢税収目的｣について考えた場合､炭

素税の導入によりCO 2排出量が抑制､削減されたとしても､税収がかな

らず存在し､その税収により財政需要を賄 う役割を果たすことになる｡ し

たがって､その意味において､炭素税の目的は抑制だけではなく､税収目

的も併せて存在 しているという整理ができるのではないか｡

※3 ｢これまで許可の積極要件として規定されていた税源の存在と財政

需要の有無については､協議の際の審査対象から除外されることとさ

れた｡これは､税源や財政需要の存在は､法定外普通税創設の際の当

然の前提であると考えられるが､それは地方団体の側が十分に把握 し

ているものであって､地方団体の責任において判断されるべきもので

あるからと解される｡｣(｢市町村法定外普通税又は法定外目的税の新

設 ･変更に係る同意手続き等について｣市町村税課杉田一宏､地方税

2006.8)
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2 担税力 ･課税客
体について

○ 税を課税するに当たっては､担税力の存

在が必要と言えるが､化石燃料からのC0
2の排出に担税力を兄いだせるのか｡

○ 神奈川県独自の炭素税の課税客体を､ど

のようにとらえたらよいのか｡

(担税力 ･課税客体)

○ 化石燃料からのCO2排出そのものに普遍的に担税力を兄いだし､課税

客体とすることには難 しさがあるのではないか.その場合､co2排出の_

原因となる行為に担税力を兄いだし､その行為を課税客体として､従量で

課税することで制度上は問題がないのではないか｡ (※4)

※4 ｢担税力とは､各人の経済的負担能力のことであるが､担税力の基

準としては､所得 ･財産および消費の三つをあげることができる｡こ

のうち､消費は､担税力の尺度 としては最も劣ってお り､消費税は､

課税対象の選定の仕方によっては､逆進的にな りやすい｡｣

(｢租税法 (第十二版)｣金子宏 p74)

○ 炭素税によるCO2排出の削減効果をより高めるためには､化石燃料が

最終消費される段階で課税する､いわゆる川下課税が最もふさわしいo し

たがって､炭素税の制度構築に当たっては､最終消費段階における課税を

原則 としつつ､課税技術上の理由等で最終消費の段階で課税することが困

難な場合には､その前段階で課税するといったことが選択肢としてとりう

る｡

○ 化石燃料の最終消費を地方税の課税客体としてとらえる場合には､化石

燃料の最終消費段階の ｢購入又は消費 ･使用｣が最もふさわしいのではな

いか｡

<輸入 ･製造段階> <卸 ･小売段階> <最終消費段階>

化石燃料の輸入 ･精製､蔵出 -仕入 (引取)､販売 -購入､消費 ･使用

(電気の取扱い)

○ 電気は､発電時に化石燃料の燃焼によりC02が排出されるが､電気の

使用そのものからCO2排出はない｡そこで､電気に対 してる炭素税を課

税するのであれば､本来､cO2排出がされる発電時に課税することにな

る｡

○ しかし､地方団体がCO2削減のため､川下課税するのであれば､電気

の使用段階で課税することが効果的であることから､電気に対 しては､C
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- 02排出量に応 じて課税する ｢炭素税｣を非課税として､使用段階でCO

2排出の換算量に応 じて課税する仕組みを考える必要があるo(※5)

3 国の政策 (排出 ○ 国においては､環境税の議論よりも､排 ○ 国において排出権取引が導入された場合､排出権取引によりカバーされ

権取引)との関連 出権取引の導入の議論が先行 して行われて る産業部門について､神奈川県独自の炭素税の対象外とするか否か等が課

お り､試行的ではあれ比較的早期に導入される状況にあるoそこで､神奈川県独自の炭素税を導入するに当たって､この排出権 題になるO○ 基本的には､CO2排出抑制を目的とした税から､産業部門■を除くこと

取引との関係をどのように整理するのかo は､税負担の公平の観点からの問題が残るoまた､国において試行として

導入される排出権取引制度は､目標 .参加が自主性任せであり､罰則もな

いもようであり､現段階においては､経済的誘導策としての効果は十分と

は言えないことから､神奈川県独自の炭素税の検討に当たつては､排出権

取引制度の導入とは切 り離して検討すべきであるo

○ 排出権取引制度の議論が進み､経済的誘導策として炭素税と同様な効果

等が認められる場合､炭素税との調整が必要になることも考えられること

から､今後､その議論は十分に見極めつつ､神奈川県独自の炭素税の検討

を進めていく必要がある○

4 -つの県で行 う ○ 自動車用燃料としてのガソリンや軽油に (流通-の影響)

こ.との課題(1)流通-の影響及 課税する場合の流通-の影響や､事業所に ○ 自動車燃料に対 しては､揮発油税や軽油引取税など､一定の税率水準が

対して課税する場合の中長期的な他の地域 ある既存税が課税されていることもあり､新税により目に見えるCO2抑

-事業所の流出が想定されるO 制効果を期待するには､ある程度の税率水準が必要であると考えられるo

び事業所の流出 関東近県など広域で課税すれば､こうし しかし､その税率水準の程度いかんで､流通に影響を及ぼすとの声が也

た問題の解決に繋がることもあり得るが､神奈川県単独で課税する場合､どのように たり､また､総務大臣の同意に当たって議論になる可能性が出てくることも考えられるo

この間題を整理するのかo また､家庭で暖房用に使われる灯油も､税率設定が高いと税負担を逃れ
るため､県外で購入することも考えられ､流通-の影響が避けられなくな
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(事業所の流出)

○ 神奈川県独自の炭素税を導入することになると､負担の公平性の観点や､

産業部門 .民生 (事業所部門)からのCO2排出量の占める割合が多いこ

とを考えると､産業部門 .民生 (事業所部門)も課税対象とすべきであるo

○ しかし､神奈川県における事業所 (オフィス､工場等)立地の有利性は､

東京都と比較すると相対的に低いこともあり､神奈川県独 自の炭素税の導

入により､企業が中長期的に､地域外に流出することは十分考えられるo

(制度設計の方向性)

○ そこで､その解決の方向性としては､

① 炭素税の税率を低く設定し､負担をできるだけ押さえるo

② 自動車燃料については､他の課税対象より更に低い税率設定をするか､

既存の税負担を考慮 して､新税の課税対象としない方法 (課税客体とし

つつ､課税免除とすることなど)が考えられるo

③ 灯油については､軽減税率を-採用するo

④ 法定税 (自動車税､法人事業税など)のグリーン化を図るo

等の手法が考えられるD

(2)課税権の及ぶ範 ○ 炭素税の課税客体として､最終消費に対 ○ 自動車等における燃料の消費又は使用が県内に限られるのであれば､燃

囲(徴税上の課題) して課税することが最も適当であると考え 料の消費又は使用を課税客体とし､消費者又は使用者を納税者､販売業者

られるoそ うした中､自動車､船舶､航空 を特別徴収義務者とすることが考えられる○

機 (以下 ｢自動車等｣というo)について しかし､自動車等については､県外における燃料消費 (使用)も当然想

は県内と県外の燃料の使用を区別すること 定され､燃料の消費 (使用)を課税客体とするのであれば､県外消費 (使

は困難であり､こうした場合の課税客体をどのように考えるべきかO 用)に対 しては県の課税権は及ばないことも考えられるo

○ そこで､こうした点を踏まえると､課税客体については､自動車等の燃

料の ｢購入｣とし､販売業者を特別徴収義務者 とすることが､税制上は適

当と考えられるo

こうした場合､他県の販売業者から購入 (他県で購入 しローリー車で移

送する場合､通信販売の場合など)した場合であつても､当該販売業者を

特別徴収義務者として指定するか､又は､納税者が申告納付する方法にす

ることより､課税することが可能と考えられる○

なお､この場合であつても､他県で購入 したときについては､課税権は
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5 負担の逆進性 ○ CO2削減のための炭素税を導入 した場 ○ C02の排出抑制を考えた場合には､家計部門のCO2排出の伸びを考

合､家計-の課税を考えると､電気 .ガス えると､炭素税を導入するのであれば､家計-の課税は避けて通れないo

･灯油に対 して課税することが考えられる ただ､基本的に家計の課税は生活必需品的な課税になるので､逆進性の間

が､こうした課税は､家計-の負担とな り､逆進性が問題になるのではないかo 題を考えると慎重にその課税方法や影響を考える必要があるo

○ 家計にあつては､炭素税の負担額を分か りやす く明示することにより､

税率設定が低 くとも､抑制効果が働 くことが考えられるo

○ 逆進性を緩和するため､電気 .ガスに対 しては､免税点や基礎控除方式

を導入することが考えられ､また､灯油に対 しては､軽減税率の導入 も考

えられるo (※6)

6 既存税制との調 ○ 化石燃料には､既に道路特定財源など､ ○ 既存税の調整方法としては､

餐 別の税が課税 されてお り､網羅的に化石燃 ① 環境省の ｢環境税｣構想のように､CO2排出量に応 じて､化石燃料

料に課税する場合､既存税 との調整をどの の消費に対 して網羅的 .一律に課税する新税を導入する手法､

ように行 うのかo ② 既存税の税負担 と合わせて一定の税率設定 となる新税を導入する手紘

(この場合､既存税の税率水準が高い部分は､新税は税率が低 くするか､

課税 しないことになるo)

の二とお りが想定されるo

○ 神奈川県独 自で課税する場合､法定外税によることが想定されるが､こ

の場合､総務大臣の不同意要件に該当しないことが必要 となるo

具体的には､揮発油税 .軽油引取税等 との関係が､不同意要件の うちの

｢国税又は他の地方税 と課税標準が同 じくし､かつ､住民の負担が著 しく

過重 となること｣(地方税法 261条 1号)の要件に該当しないことが必

要になるO

そこで､揮発油税 .軽油引取税等が課税 されてる自動車燃料に対 しては､

ー6-



7 税制のグリーン ○ 2008年の

化 いるが､CO2人以外にも､税る行為に対 していう ｢税制のグ必要ではないか

8 徴税技術上の問 ○ 神奈川県で独

題 たって､徴税技消するのかo

骨太方針にも盛 り込まれて

削減のためには､新税の導

制の中に､C02を排出す

､公平に負担してもらうと

リーン化｣を進めることが

○ 法定外税の創設以外に､超過課税や不均一課税などの課税自主権を活用

して､既存税制の中に､CO2排出行為に対して公平に負担を求めていく

仕組み (税制のグリーン化)を構築することも合わせて検討する必要があ

る｡(※7)

※7 ｢オフィスや家庭における新エネ導入や省エネ推進のため､経済的

支援や規制的措置等を充実する (太陽光パネル､断熱壁や二重窓､省

エネ機器､次世代自動車等)｡また､税制のグリーン化を進める｡太

陽光発電については､世界一の座を再び獲得することを目指 し､2020

年までに10倍､2030年に40倍を導入量の目標とする｡｣

(骨太方針2008p17)

｢道路特定財源の一般財源化の問題にとどまらず､環境税の取扱い

を含め､低炭素化促進の観点から税制全般を横断的に見直す｡｣
(骨太方針2008p23)

臼に炭素税を導入するに当

術上の問題をどのように解

○ 炭素税によるCO2排出の削減効果を高めるには､課税団体が国､地方

団体にかかわらず､化石燃料の最終消費段階で課税 (川下課税)すること

が､最も効果的といえる｡

○ 最終消費段階で課税する場合､電気 ･ガスなど化石燃料の消費 (使用)

場所が県内に限定される場合は､｢化石燃料の消費 (使用)｣が課税客体

として考えられる｡この場合の課税方法としては､化石燃料の消費 (使用)

者を納税者とし､販売業者を特別徴収義務者とすることが考えられる｡

○ 自動車等の燃料の消費 (使用)については､県内における消費 (使用)

を明確に区分することが困難であることから､県内における購入を課税客

体とし､購入者を納税者とし､販売者を特別徴収義務者 とすることが考え

られる｡

○ 重油､石炭その他の化石燃料については､県内の販売事業者からの入手

以外にも､多くの流通経路や使用形態が想定されることから､消費 (使用)

者による申告納付を選択せざるを得ないのではないか｡

また､重油､石炭その他の化石燃料の消費 (使用)は､基本的に大口と

考えられるので､一定規模以上の事業者又は一定量以上の消費 (使用)者

による申告納付の方法が考えられる｡
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○ 以上のことから､神奈川県において網羅的な炭素税を導入するのであれ

ば､

① 電気､ガスについては､消費 (使用)を課税客体とし､販売業者によ

る特別徴収､

② 自動車等の燃料､灯油については､購入を課税客体とし､販売業者に

よる特別徴収､

③ 重油､石炭その他の化石燃料については､消費 (使用)を課税客体と

し､大規模事業者等による申告納付

の組み合わせにより課税することが考えられる｡

○ この場合､特別徴収義務者及び納税義務者並びに徴税機関の相当程度の

事務負担が予測され､費用対効果の分析､納税者の事務負担の軽減方策等

の検討が必要である｡
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